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議案第 ４３ 号  
 
 
   流山市名誉市民条例の制定について  
 流山市名誉市民条例を別紙のとおり制定する。  
  平成２８年６月２日提出  

流山市長  井 崎 義 治   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
提案理由 広く社会の発展又は文化の興隆に功績のあった者に対し、名

誉市民の称号を贈ることにより、その功績と栄誉を称え、もっ

て流山市に対する誇り及び郷土愛の高揚に資するためである。  



   流山市名誉市民条例  
（目的）  

第１条 この条例は、広く社会の発展又は文化の興隆に功績のあった者

に対し、流山市名誉市民（以下「名誉市民」という。）の称号を贈る

ことにより、その功績と栄誉を称え、もって流山市に対する誇り及び

郷土愛の高揚に資することを目的とする。  
（名誉市民の対象）  

第２条 名誉市民の対象者は、流山市民又は流山市に縁の深い者であっ

て、前条の目的に規定する功績が顕著であり、広く市民の敬愛を受け

るものとする。  
２ 名誉市民は、死去した者も対象とすることができる。  
（決定）  

第３条 名誉市民は、市長が議会の同意を得て決定する。  
（顕彰）  

第４条 市長は、名誉市民を決定したときは、これを公示するとともに、

名誉市民の称号を証する証書及び記念品を贈り、その功績を顕彰する。  
２ 名誉市民に贈る記念品は、市長がその都度決定する。  
（待遇）  

第５条 市は、名誉市民に対して、次に掲げる待遇をすることができる。  
（１）市が行う各種式典への招待  
（２）相当な礼をもってする弔慰  
（３）その他市長が必要と認める待遇  
（称号の取消し）  

第６条 市長は、名誉市民が自らの責に帰すべき行為により著しくその

名誉を失ったと認めるときは、議会の同意を得て名誉市民の称号を取

り消すことができる。  
２ 前項の規定により名誉市民の称号を取り消された者は、当該取消し

の日から前条の規定により与えられた待遇を失う。  
（委任）  

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  
附 則   

この条例は、公布の日から施行する。  
 



議案第 ４４ 号  
  
 
   流山市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正する条例の制定について  
 流山市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  
  平成２８年６月２日提出  
                 流山市長  井 崎 義 治  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
提案理由 流山市軽度・中等度難聴児補聴器等購入費助成事業実施規則

に係る補助対象者の拡大による当該規則の名称等の変更に伴い、

本条例で引用している当該規則の名称等を改めるためである。  
 
  



   流山市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正する条例  
    流山市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例（平成２７年流山市条例第２８号）の一部を次のように改正する。  
別表第１及び別表第２中「流山市軽度・中等度難聴児補聴器等購入費

助成事業実施規則」を「流山市軽度・中等度難聴児補聴器等購入費等助

成事業実施規則」に、「補聴器等購入費の」を「補聴器等の購入費等の」

に改める。  
   附 則  
この条例は、公布の日から施行する。  

 



 

 

議案第 ４５ 号 

 

 

  専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、 

承認を求める。 

 平成２８年６月２日提出 

 流山市長  井 崎 義 治   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 地方税法等の一部を改正する等の法律（平成２８年法律第

１３号）が平成２８年３月３１日に公布され、同年４月１日等

をもって施行されたことに伴い、平成２８年度以後の市民税、

固定資産税及び軽自動車税等の賦課等について特に緊急を要し

たため、平成２８年３月３１日付けで専決処分したので、その

承認を求めるためである。 

  



 

 

専 決 処 分 書 

 

流山市税条例等の一部を改正する条例の制定について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり

専決処分する。 

 平成２８年３月３１日 

流山市長  井 崎 義 治  



 

 

流山市税条例等の一部を改正する条例 

（流山市税条例の一部改正） 

第１条 流山市税条例（昭和２６年流山市条例第８号）の一部を次のよ 

うに改正する。 

第１６条の２第１項中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

第１６条の３中「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

第１８条中「）、第４７条の７、第５５条」の次に「、第７３条の

６第１項」を加 え、「及び第２号 」を「、第２号 及び第５号」に、 

「当該各号」を「第１号から第４号まで」に改め、「掲げる期間」の

次に「並びに第５号及び第６号に定める日までの期間」を加え、同条

第２号中「第４５条第１項の申告書（法第３２１条の８第１項、第２

項、第４項又は第１９項の規定による申告書に限る。）、」を削り、「第

８８条第１項」を「第７３条の６第１項の申告書、第８８条第１項」

に改め、同条第３号中「第４５条第１項の申告書（法第３２１条の８

第２２項及び第２３項の申告書を除く。）、」を削り、「第８８条第１ 

項」を「第７３条の６第１項の申告書、第８８条第１項」に改め、同

条に次の２号を加える。 

（５）第４５条第１項の申告書（法第３２１条の８第１項、第２項、 

第 ４ 項 又 は 第 １ ９ 項 の 規 定 に よ る 申 告 書 に 限 る 。 ） に 係 る 税 額

（次号に掲げるものを除く。） 当該税額に係る納期限の翌日か

ら１月を経過する日までの期間 

（６）第４５条第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項及び第２３

項の申告書を除く。）でその提出期限後に提出したものに係る税

額 当該提出した日までの期間又はその日の翌日から１月を経過

する日までの期間 

第３３条の４中「１００分の９．７」を「１００分の６．０」に

改める。 

第 ４ ０ 条 の ２ 第 １ 項 中 「 規 定 に よ っ て 」 を 「 規 定 に よ り 」 に 、

「においては」を「には」に、「次項」を「この条」に、「総称す 

る」を「いう」に改め、同条第２項中「次項」の次に「及び第４項」

を加え、同条第３項中「変更し」を「変更し、」に、「から第１項」

を「から同項」に改め、同条に次の１項を加える。 



 

 

４ 第２項の場合において、所得税の納税義務者が修正申告書を提出

し、又は国の税務官署が所得税の更正（納付すべき税額を増加させ

るものに限り、これに類するものを含む。以下この項において「増

額更正」という。）をしたとき（国の税務官署が所得税の更正（納

付すべき税額を減少させるものに限り、これに類するものを含む。

以下この項において「減額更正」という。）をしたことに基因して、

第１項の規定によりその賦課した税額が減少した後に、その賦課し

た税額が増加したときに限る。）は、その追徴すべき不足税額（当

該減額更正前に賦課した税額から当該減額更正に基因して変更した

税額を控除した金額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達す

るまでの部分に相当する税額に限る。以下この項において同じ。）

については、次に掲げる期間（令第４８条の９の９第４項各号に掲

げる市民税にあっては、第１号に掲げる期間に限る。）を延滞金の

計算の基礎となる期間から控除する。 

（１）第３８条の各納期限の翌日から当該減額更正に基因して変更し

た税額に係る納税通知書が発せられた日までの期間 

（２）当該減額更正に基因して変更した税額に係る納税通知書が発せ

られた日（当該減額更正が更正の請求に基づくものである場合に

は、同日の翌日から起算して１年を経過する日）の翌日から増額

更正に基因して変更した税額に係る納税通知書が発せられた日ま

での期間 

第 ４ ５ 条 第 ３ 項 及 び 第 ４ 項 中 「 の 申 告 書 」 を 「 に 規 定 す る 申 告 

書」に、「場合で」を「場合において、」に改め、同条第６項を同条

第７項とし、同条第５項を同条第６項とし、同条第４項の次に次の１

項を加える。 

５ 第３項の場合において、法第３２１条の８第２２項に規定する申

告書（以下この項において「修正申告書」という。）の提出があっ

たとき（当該修正申告書に係る市民税について同条第１項、第２項、

第４項又は第１９項に規定する申告書（以下この項において「当初

申告書」という。）が提出されており、かつ、当該当初申告書の提

出により納付すべき税額を減少させる更正（これに類するものを含

む。以下この項において「減額更正」という。）があった後に、当

該修正申告書が提出されたときに限る。）は、当該修正申告書の提



 

 

出により納付すべき税額（当該当初申告書に係る税額（還付金の額

に相当する税額を含む。）に達するまでの部分に相当する税額に限

る。）については、次に掲げる期間（詐偽その他不正の行為により

市民税を免れた法人が法第３２１条の１１第１項又は第３項の規定

による更正があるべきことを予知して提出した修正申告書に係る市

民税又は令第４８条の１６の２第３項に規定する市民税にあっては、

第１号に掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間か

ら控除する。 

（１）当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった 

日（その日が当該申告に係る市民税の納期限より前である場合 

には、当該納期限）の翌日から当該減額更正の通知をした日ま 

での期間 

（２）当該減額更正の通知をした日（当該減額更正が、更正の請求に

基づくもの（法人税に係る更正によるものを除く。）である場合

又は法人税に係る更正（法人税に係る更正の請求に基づくものに

限る。）によるものである場合には、当該減額更正の通知をした

日の翌日から起算して１年を経過する日）の翌日から当該修正申

告書を提出した日（法第３２１条の８第２３項の規定の適用があ

る場合において、当該修正申告書がその提出期限前に提出された

ときは、当該修正申告書の提出期限）までの期間 

  第 ４６ 条 第 ２ 項 中 「に つ い て も 」 を「 が あ る 場 合 には 、 」 に 、

「によるものとする。なお」を「とし」に、「ときは」を「場合に

は 」 に 改 め 、 同 条 第 ３ 項 中 「 の 申 告 書 」 を 「 に 規 定 す る 申 告 書 」 

に、「場合にあっては」を「場合には」に改め、「受けたこと」の

次に「。次項第２号において同じ。」を加え、同条に次の１項を加

える。 

 ４ 第２項の場合において、法第３２１条の８第２２項に規定する 

申告書（以下この項において「修正申告書」という。）の提出が 

あったとき（当該修正申告書に係る市民税について同条第１項、 

第２項、第４項又は第１９項に規定する申告書（以下この項にお 

いて「当初申告書」という。）が提出されており、かつ、当該当 

初申告書の提出により納付すべき税額を減少させる更正（これに 

類するものを含む。以下この項において「減額更正」という。） 



 

 

があった後に、当該修正申告書が提出されたときに限る。）は、 

当該修正申告書の提出により納付すべき税額（当該当初申告書に 

係る税額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するまでの 

部分に相当する税額に限る。）については、次に掲げる期間（詐 

偽その他不正の行為により市民税を免れた法人が提出した修正申 

告書に係る市民税又は令第４８条の１５の５第３項に規定する市 

民税にあっては、第１号に掲げる期間に限る。）を延滞金の計算 

の基礎となる期間から控除する。 

 （１）当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった 

日（その日が当該申告に係る市民税の納期限より前である場合 

には、当該納期限）の翌日から当該減額更正の通知をした日ま 

での期間 

 （２）当該減額更正の通知をした日（当該減額更正が、更正の請求 

に基づくもの（法人税に係る更正によるものを除く。）である 

場合又は法人税に係る更正（法人税に係る更正の請求に基づく 

ものに限る。）によるものである場合には、当該減額更正の通 

知をした日の翌日から起算して１年を経過する日）の翌日から 

当該修正申告書に係る更正の通知をした日までの期間 

     第４７条第２項第１号中「若しくは名称、住所若しくは居所又

は事務所若しくは事業所の所在地及び個人番号(行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第

５項に規定する個人番号をいう。)若しくは法人番号」を「及び住

所又は居所(法人にあっては、名称、事務所又は事業所の所在地及

び法人番号)」に改める。 

     第４９条の２中「又は第１２号の固定資産」を「若しくは第１

２号の固定資産又は同項第１６号の固定資産(独立行政法人労働者

健康安全機構が設置する医療関係者の養成所において直接教育の

用に供するものに限る。)」に、「、独立行政法人労働者健康福祉

機構」を「、独立行政法人労働者健康安全機構」に改める。 

     第４９条の５中「又は第１２号」を「、第１２号又は第１６号」

に改める。 

第７２条第１項及び第２項を次のように改める。 



 

 

軽自動車税は、３輪以上の軽自動車に対し、当該３輪以上の軽

自動車の取得者に環境性能割によって、軽自動車等に対し、当該

軽自動車等の所有者に種別割によって課する。  

   ２ 前項に規定する３輪以上の軽自動車の取得者（以下この節に 

おいて「３輪以上の軽自動車の取得者」という。）には、法第

４４３条第２項に規定する者を含まないものとする。 

   第 ７２ 条 第３ 項 中 「第 ４ ４３ 条 第 １項 」 を「 第 ４ ４５ 条 第 １ 

項」に、「によって軽自動車税」を「により種別割」に、「もの

であるときは」を「者である場合には、第１項の規定にかかわら

ず」に改め、同項ただし書中「もの」を「軽自動車等」に改める。 

    第７３ 条の２（見出し を含む。）中「 軽自動車税」を 「種別 

割」に改め、同条を第７３条の２の２とし、第７３条を第７３条

の２とし、第７２条の次に次の１条を加える。 

   （軽自動車税のみなす課税） 

  第７３条 軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車等の

所有権を留保している場合には、軽自動車税の賦課徴収について

は、買主を前条第１項に規定する３輪以上の軽自動車の取得者又

は軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税を課する。 

２ 前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自動車等について、

買主の変更があったときは、新たに買主となる者を３輪以上の軽

自動車の取得者又は軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税

を課する。 

３ 法第４４４条第３項に規定する販売業者等（以下この項におい

て「販売業者等」という。）が、その製造により取得した３輪以

上の軽自動車又はその販売のためその他運行(道路運送車両法第

２条第５項に規定する運行をいう。次項において同じ。)以外の

目的に供するため取得した３輪以上の軽自動車について、当該販

売業者等が、法第４４４条第３項に規定する車両番号の指定を受

けた場合（当該車両番号の指定前に第１項の規定の適用を受ける

売買契約の締結が行われた場合を除く。）には、当該販売業者等

を３輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環境性能割を課する。 

４ 法の施行地外で３輪以上の軽自動車を取得した者が、当該３

輪以上の軽自動車を法の施行地内に持ち込んで運行の用に供し



 

 

た場合には、当該３輪以上の軽自動車を運行の用に供する者を

３輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環境性能割を課する。 

   第７３条の２の２の次に次の６条を加える。 

（環境性能割の課税標準） 

第７３条の３ 環境性能割の課税標準は、３輪以上の軽自動車の

取得のために通常要する価額として施行規則第１５条の１０に

定めるところにより算定した金額とする。 

（環境性能割の税率） 

 第７３条の４ 次の各号に掲げる３輪以上の軽自動車に対して課 

する環境性能割の税率は、当該各号に定める率とする。 

  （１）法第４５１条第１項各号（同条第４項において準用する場

合を含む。）に規定するもの １００分の１ 

  （２）法第４５１条第２項各号（同条第４項において準用する場

合を含む。）に規定するもの １００分の２ 

  （３）法第４５１条第３項に規定するもの １００分 

 の３ 

   （環境性能割の徴収の方法） 

  第７３条の５ 環境性能割の徴収については、申告納付の方法に

よらなければならない。 

（環境性能割の申告納付） 

  第７３条の６ 環境性能割の納税義務者は、法第４５４条第１項

各号に掲げる３輪以上の軽自動車の区分に応じ、当該各号に定

める時又は日までに、施行規則第３３号の４様式による申告書

を市長に提出するとともに、その申告に係る環境性能割額を納

付しなければならない。 

  ２ ３輪以上の軽自動車の取得者（環境性能割の納税義務者を除

く。）は、法第４５４条第１項各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める時又は日までに、施行規則第３３号の４様式によ

る報告書を市長に提出しなければならない。 

（環境性能割に係る不申告等に関する過料） 

  第７３条の７ 環境性能割の納税義務者が前条の規定により申告

し、又は報告すべき事項について正当な事由がなくて申告又は



 

 

報告をしなかった場合には、その者に対し、１０万円以下の過

料を科する。 

  ２ 前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

  ３ 第１項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指

定すべき納期限は、その発付の日から１０日以内とする。 

   （環境性能割の減免） 

  第７３条の８ 市長は、公益のため直接専用する３輪以上の軽自

動車又は第８０条第１項各号に掲げる軽自動車等（３輪以上の

ものに限る。）のうち必要と認めるものに対しては、環境性能

割を減免する。 

  ２ 前項の規定による環境性能割の減免を受けるための手続その

他必要な事項については、規則で定める。 

   第７４条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条

中「軽自動車税の税率は次の各号に掲げる軽自動車等に対し」を

「次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は」

に改める。 

   第７５条（見出しを含む。）及び第７６条（見出しを含む。）中

「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

   第７７条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条

第１項中「軽自動車税」を「種別割」に、「本節」を「この節」 

に、「第３３号の４様式」を「第３３号の４の２様式」に改め、同

条第２項及び第３項中「第３３号の４様式」を「第３３号の４の

２様式」に改め、同条第４項中「第７２条第２項」を「第７３条

第１項」に改める。 

   第７８条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条

第１項中「第７２条第２項」を「第７３条第１項」に改める。 

   第７９条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条

第１項中「ものと認める」を削り、「軽自動車等」の次に「のうち

必要と認めるもの」を加え、「軽自動車税」を「種別割」に改め、

「 こ と が で き る 」 を 削 り 、 同 条 第 ２ 項 及 び 第 ３ 項 中 「 軽 自 動 車 

税」を「種別割」に改める。 

   第８０条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条

第１項中「掲げる軽自動車等」の次に、「のうち必要と認めるも 



 

 

の 」 を 加 え 、「 軽 自 動 車 税 」 を 「 種 別 割 」 に 改 め 、「 こ と が で き 

る」を削り、同項第１号中「のうち、市長が必要と認めるもの」

を削り、同条第２項中「軽自動車税」を「種別割」に、「本項」を

「 こ の 項 」 に 改 め 、 同 条 第 ３ 項 中 「 軽 自 動 車 税 」 を 「 種 別 割 」 

に、「第７９条第２項各号」を「前条第２項各号」に改め、同条第

４項中「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

   第８１条第２項中「第４４３条」を「第４４５条」に、「第７３

条」を「第７３条の２」に、「軽自動車税」を「種別割」に改め、

同条第７項中「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

   第１３１条の３第２項第１号中「個人番号(行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５

項に規定する個人番号をいう。以下この号において同じ。)又は」

及び「個人番号又は」を削る。 

   附則第２条を次のように改める。 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特

例） 

   第２条 平成３０年度から平成３４年度までの各年度分の個人の

市民税に限り、法附則第４条の４第３項の規定に該当する場合

における第３３条の２の規定による控除については、その者の

選 択 に よ り 、 同 条 中 「 同 条 第 １ 項 」 と あ る の は 「 同 条 第 １ 項

（第２号を除く。）」と、「まで」とあるのは「まで並びに法附則

第４条の４第３項の規定により読み替えて適用される法第３１４

条の２第１項（第２号に係る部分に限る。）」として、同条の規

定を適用することができる。 

   附則第５条の３第４項中「第１５条第２項第６号」を「第１５

条第２号第７号」に改め、同条第７項を同条第１３項とし、同条

第６項を同条第１１項とし、同項の次に次の１項を加える。 

  １２ 法附則第１５条第４２項に規定する市町村の条例で定める

割合は５分の４とする。 

 附則第５条の３中第５項を第１０項とし、第４項の次に次の５ 

項を加える。 

５ 法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備について同

号に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 



 

 

  ６ 法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する設備について同

号に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

  ７ 法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備について同

号に規定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

  ８ 法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備について同

号に規定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

  ９ 法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備について同

号に規定する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。 

    附則第５条の４第９項第５号中「費用」の次に「及び令附則

第１２条第３６項に規定する補助金等」を加える。 

  附則第１０条の２の次に次の５条を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

  第１０条の３ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の 

間、第１章第２節の規定にかかわらず、県が自動車税の環境性

能割の賦課徴収の例により、行うものとする。 

（軽自動車税の環境性能割の減免の特例） 

  第１０条の４ 市長は、当分の間、第７３条の８の規定にかかわ

らず、県知事が自動車税の環境性能割を減免する自動車に相当

するものとして市長が定める３輪以上の軽自動車に対しては、

軽自動車税の環境性能割を減免する。 

   （軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例） 

  第１０条の５ 第７３条の６の規定による申告納付については、

当分の間、同条中「市長」とあるのは、「県知事」とする。 

（軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交付） 

  第１０条の６ 市長は、県が軽自動車税の環境性能割の賦課徴収

に関する事務を行うために要する費用を補償するため、法附則

第２９条の１６第１項に掲げる金額の合計額を、徴収取扱費と

して県に交付する。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

  第１０条の７ 営業用の３輪以上の軽自動車に対する第７３条の

４の規定の適用については、当分の間、次の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 



 

 

第１号 １００分の１ １００分の０．５ 

第２号 １００分の２ １００分の１ 

第３号 １００分の３ １００分の２ 

  ２ 自家用の３輪以上の軽自動車に対する第７３条の４(第３号に

係る部分に限る。)の規定の適用については、同号中「１００分

の３」とあるのは、「１００分の２」とする。 

附則第１１条の見出し中「軽自動車税」の次に「の種別割」を

加え、同条第１項中「三輪以上」を「３輪以上」に、「初めて道路

運送車両法第６０条第１項後段の規定による」を「最初の法第４

４４条第３項に規定する」に改め、「軽自動車税」の次に「の種別

割」を、「左欄に掲げる」の次に「同条の」を加え、同項の表を次

のように改める。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ４，６００円 

第２号ア（ウ）ａ 

 

６，９００円 ８，２００円 

１０，８００円 １２，９００円 

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 ４，５００円 

５，０００円 ６，０００円 

附則第１１条第２項中「規定する三輪」を「掲げる３輪」に、

「平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで」を「平成

２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで」に、「において、

平成２８年度」を「には、平成２９年度」に改め、「軽自動車税」

の次に「の種別割」を、「左欄に掲げる」の次に「同条の」を加 

え、同項の表を次のように改める。 

第２号ア（イ） ３，９００円 １，０００円 

第２号ア（ウ）ａ 

 

６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

附則第１１条第３項中「規定する三輪以上の軽自動車（ガソリ

ン を 内 燃 機 関 の 燃 料 と し て 用 い る も の に 限 る 。 次 項 に お い て 同

じ。）」を「掲げる法第４４６条第１項第３号に規定するガソリン

軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」と



 

 

いう。）のうち３輪以上のもの」に、「軽自動車が平成２７年４月

１日から平成２８年３月３１日まで」を「ガソリン軽自動車が平

成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで」に、「におい 

て、平成２８年度」を「には、平成２９年度」に改め、「軽自動車

税」の次に「の種別割」を、「左欄に掲げる」の次に「同条の」を

加え、同項の表を次のように改める。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ２，０００円 

第２号ア（ウ）ａ 

 

６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

附則第１１条第４項中「規定する三輪以上の軽自動車」を「掲げ

るガソリン軽自動車のうち３輪以上のもの」に、「平成２７年４月

１日から平成２８年３月３１日まで」を「平成２８年４月１日か

ら平成２９年３月３１日まで」に、「において、平成２８年度」を

「には、 平成２ ９年度」 に改め 、「軽自動 車税」 の次に「 の種 別 

割」を、「左欄に掲げる」の次に「同条の」を加え、同項の表を次

のように改める。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ３，０００円 

第２号ア（ウ）ａ 

 

６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

附則第１６条中「１００分の９．７」を「１００分の６．０」

に、「１００分の１２．１」を「１００分の８．４」に改める。 

（流山市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 流山市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年流山市条例

第１０号）の一部を次のように改正する。 

  附則第６条中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、「新条例

第７４条及び新条例」を「流山市税条例第７４条及び」に改め、「左

欄に掲げる」の次に「同条例の」を加え、同条の表を次のように改め

る。 







 

 

（２）第１条中流山市税条例第１６条の３の改正規定、同条例第１８条

の改正規定（「）、第４７条の７、第５５条」の次に「、第７３条の

６第１項」を加える部分、同条第２号中「第８８条第１項」を「第

７３条の６第１項の申告書、第８８条第１項」に改める部分及び同

条第３号中「第８８条第１項」を「第７３条の６第１項の申告書、

第８８条第１項」に改める部分に限る。）、同条例第３３条の４及び

第７２条の改正規定、同条例第７３条の２（見出しを含む。）中

「軽自動車税」を「種別割」に改める改正規定、同条を第７３条の

２の２とし、第７３条を第７３条の２とし、第７２条の次に１条を

加える改正規定、同条例第７３条の２の２の次に６条を加える改正

規定、同条例第７４条、第７５条及び第７６条から第８１条までの

改正規定並びに同条例附則第１０条の２の次に５条を加える改正規

定、同条例附則第１１条及び附則第１６条の改正規定、第２条の規

定、第３条中流山市税条例等の一部を改正する条例(平成２７年流

山市条例第２０号)附則第５条第７項の表第１８条第３号の項の改

正規定(「第８８条第１項」を「第７３条の６第１項の申告書、第

８８条第１項」に改める部分に限る。)並びに次条第３項及び附則

第４条の規定 平成２９年４月１日 

（３）第１条中流山市税条例附則第２条の改正規定及び次条第２項の

規定 平成３０年１月１日 

(市民税に関する経過措置) 

第２条 第１条の規定による改正後の流山市税条例(以下「新条例」と

いう。)第４０条の２第４項の規定は、前条第１号に掲げる規定の施

行の日以後に新条例第４０条の２第２項に規定する納期限が到来する

個人の市民税に係る延滞金について適用する。 

２ 新条例附則第２条の規定は、平成３０年度以後の年度分の個人の市

民税について適用する。 

３ 新条例第３３条の４の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日

以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連

結事業年度分の法人の市民税について適用し、同日前に開始した事業

年度分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の

市民税については、なお従前の例による。 



 

 

４ 新条例第４５条第５項及び第４６条第４項の規定は、前条第１号に

掲げる規定の施行の日以後に新条例第４５条第３項又は第４６条第２

項に規定する納期限が到来する法人の市民税に係る延滞金について適

用する。 

（固定資産税に関する経過措置) 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に

関する部分は、平成２８年度以後の年度分の固定資産税について適

用し、平成２７年度分までの固定資産税については、なお従前の例

による。 

２ 新条例附則第５条の３第５項の規定は、平成２８年４月１日以後

に新たに取得される地方税法等の一部を改正する等の法律（平成 

２８年法律第１３号）第１条の規定による改正後の地方税法（昭和

２ ５ 年 法 律 第 ２ ２ ６ 号 。 以 下 「 新 法 」 と い う 。） 附 則 第 １ ５ 条 第 

３３項第１号イに規定する設備に対して課する平成２９年度以後の

年度分の固定資産税について適用する。 

３ 新条例附則第５条の３第６項の規定は、平成２８年４月１日以後

に新たに取得される新法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する

設備に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用する。 

４ 新条例附則第５条の３第７項の規定は、平成２８年４月１日以後

に新たに取得される新法附則第１５条第３３項第２号イに規定する

設備に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用する。 

５ 新条例附則第５条の３第８項の規定は、平成２８年４月１日以後

に新たに取得される新法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する

設備に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用する。 

６ 新条例附則第５条の３第９項の規定は、平成２８年４月１日以後

に新たに取得される新法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する

設備に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用する。 

７ 新条例附則第５条の３第１２項の規定は、平成２８年４月１日以

後に新たに取得される新法附則第１５条第４２項に規定する家屋及



 

 

び償却資産に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税

について適用する。 

８ 新条例附則第５条の４第９項第５号の規定は、平成２８年４月１

日以後に改修される新法附則第１５条第９項に規定する熱損失防止

改修住宅又は同条第１０項に規定する区分所有に係る家屋に対して

課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、附

則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後に取得された３輪以上

の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割について適用す

る。 

２ 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、平成２９年

度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、平成２８年

度分までの軽自動車税については、なお従前の例による。 

 



議案第 ４６ 号 

 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。 

  平成２８年６月２日提出 

流山市長  井 崎 義 治   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 地方税法等の一部を改正する等の法律（平成２８年法律第

１３号）が平成２８年３月３１日に公布され、都市計画税に係

る部分が同年４月１日をもって施行されたことに伴い、平成

２８年度以後の都市計画税の賦課について特に緊急を要したた

め、平成２８年３月３１日付けで専決処分したので、その承認

を求めるためである。 

 

 

 

 

  



専 決 処 分 書 

 

 流山市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙

のとおり専決処分する。 

  平成２８年３月３１日 

流山市長  井 崎 義 治   

 

 

 

 



   流山市都市計画税条例の一部を改正する条例 

流山市都市計画税条例（昭和３２年流山市条例第１号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第２項中「、第２３項、第２４項」を「、第２２項から第２４

項まで」に、「又は第３０項から第３３項まで」を「から第３１項まで、

第３３項又は第３４項」に改める。 

附則第１４項中「若しくは第４２項」を「、第４２項若しくは第４５

項」に「第３０項から第３３項まで」を「第３４項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の流山市都市計画税条例の規定は、平成２８

年度以後の年度分の都市計画税について適用し、平成２７年度分まで

の都市計画税については、なお従前の例による。 

 

 

 

 



議案第 ４７ 号 

 

 

工事請負契約の締結について 

市は、次の工事請負契約を締結する。 

平成２８年６月２日提出 

流山市長  井 崎 義 治 

 

 

１ 契 約 の 名 称  流山市立小山小学校校舎増築工事（建築工事） 

２ 契 約 の 方 法  一般競争入札 

３ 契 約 の 金 額  ６７８，２４０，０００円 

４ 契約の相手方  千葉県柏市豊四季１００４番地 

広島建設株式会社 

代表取締役 島田 秀貴 

           



参考資料  
 

流山市立小山小学校校舎増築工事（建築工事）概要  
 
１ 工事場所 流山市十太夫９７番地の１  
 
２ 概  要  
（１）工 事 概 要 流山市立小山小学校校舎増築工事に係る建築工事  
（２）構 造 ・ 規 模 鉄筋コンクリート造一部鉄骨造  

地上４階建て  
普通教室１３教室、特別教室等４教室  
学童クラブ２教室  

（３）延 べ 面 積 ３，３２２．８８平方メートル  
 
３ 工  期 議会の議決の日の翌日から平成２９年３月２０日まで  
 
４ 設  計 千葉県習志野市津田沼１－１５－１１  

相和レジデンス１０１  
株式会社相和技術研究所 東関東支社  
 

５ 施  工 千葉県柏市豊四季１００４番地  
広島建設株式会社  

 
６ 工  事  費 ６７８，２４０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 



会 社 名

自 己 資 本 の 額

建築工事業

許 可 年 月 日 土木工事業

及 び 番 号 舗装工事業

営 業 種 目

代 表 者

区　　　分 官　公　庁 民　　　間 合　　　計

平成２６年 288,742,857 12,833,372,750 13,122,115,607

平成２７年 1,446,941,000 11,134,220,049 12,581,161,049

（単位：円） 平　　　均 867,841,929 11,983,796,400 12,851,638,328

　工 事 名

  発 注 者 千葉県教育委員会

  工事金額

  工　　期

  受注形態 元請

　工 事 名

  発 注 者 千葉県教育委員会

過去の主な工事経歴   工事金額

  工　　期

  受注形態 元請

　工 事 名

  発 注 者 千葉県習志野市

  工事金額

  工　　期

  受注形態 元請

千葉県立沼南高等学校屋内体育館大規模改造建築工事

金１２９，５８３，６５０円

平成２５年６月２６日～平成２６年２月２５日

実籾分遣所建替工事（建築工事）

金２３６，６０１，７５０円

平成２４年９月２８日～平成２６年１月３１日

建築工事、土木工事、舗装工事

代表取締役　島田　秀貴

過去２か年の年間平
均完成工事高

千葉県立船橋啓明高等学校校舎（普通教室棟外）大規
模改造他建築工事

金２３５，４０２，２００円

平成２７年３月１１日～平成２８年３月２５日

平成27年5月21日
国土交通大臣許可（ 特－27）　第18588号
平成27年5月21日
国土交通大臣許可（ 般－27）　第18588号

業    者    経    歴    表

広島建設株式会社

４，７４０，９２０千円　　　　　　　　　　　　　　　　

所 在 地 本　　　社 千葉県柏市豊四季１００４番地
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議案第 ４８ 号 

 

                                 

流山市防災会議条例の一部を改正する条例の制定について 

流山市防災会議条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

  平成２８年６月２日提出 

                 流山市長  井 崎 義 治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 災害対策基本法の一部を改正する法律（平成２４年法律第 

４１号）の施行に伴い、流山市防災会議の所掌事務について所

要の改正を行うためである。    



流山市防災会議条例の一部を改正する条例 

流山市防災会議条例（昭和３７年流山市条例第１８号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第３号を次のように改める。 

（３）市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議

すること。 

 第２条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

（４）前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 



議案第 ４９ 号 

 

                                 

流山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 

 流山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を

改正する条例を別紙のとおり制定する。 

  平成２８年６月２日提出 

                 流山市長  井 崎 義 治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 新市街地センター地区地区計画に係る地区整備計画の変更に

伴い、当該地区整備計画区域に係る建築物の用途の制限を変更

するためである。   



流山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一

部を改正する条例 

流山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成

１６年流山市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

 別表第２新市街地センター地区地区整備計画区域の項中 

「 

 商業・業務地区Ａ 

商業・業務地区Ｂ 

（１）戸建住宅(長屋で

３ 戸 以 下 の も の を

含む。) 

（２）寄 宿 舎 又 は 下 宿 

（３）倉 庫 業 を 営 む 倉

庫 

（４）畜舎（動物病院、

ペットシ ョップ等

で 、 動 物 の 収 容 の

用 に 供 す る 部 分 の

床 面 積 の 合 計 が 

１ ５ 平 方 メ ー ト ル

以 下 の も の を 除

く。) 

                               」 

を 

「 

 商業・業務地区Ａ （１）戸建住宅(長屋で

３ 戸 以 下 の も の を

含む。) 

（２）寄 宿 舎 又 は 下 宿 

（３）倉 庫 業 を 営 む 倉  

  庫 

（４）畜舎（動物病院、

ペットシ ョップ等 

で 、 動 物 の 収 容 の 

 



  用 に 供 す る 部 分 の 

床 面 積 の 合 計 が 

１ ５ 平 方 メ ー ト ル

以 下 の も の を 除

く。) 

（５ ）射 的場 、 勝馬 投

票 券 発 売 所 、 場 外

車 券 売 場 そ の 他 こ

れ ら に 類 す る も の 

（６ ）風 俗営 業 等の 規

制 及 び 業 務 の 適 正

化 等 に 関 す る 法 律

（ 昭 和 ２ ３ 年 法 律

第 １ ２ ２ 号 。 以 下

「 風 営 法 」 と い

う 。 ） 第 ２ 条 第 １

項 各 号 に 規 定 す る

風 俗 営 業 の 用 に 供

す る 建 築 物 （ 法 別

表 第 ２ （ ち ） の 項

第 ２ 号 に 掲 げ る 建

築物を除く。） 

（７ ）風 営法 第 ２条 第

６ 項 各 号 に 規 定 す

る 店 舗 型 性 風 俗 特

殊 営 業 及 び 同 条 第

９ 項 に 規 定 す る 店

舗 型 電 話 異 性 紹 介

営 業 の 用 に 供 す る

建 築 物 （ 法 別 表 第 

２ （ ち ） の 項 第 ３ 

 



  号 に 掲 げ る 建 築 物 

を除く。） 

 商業・業務地区Ｂ （１）戸建住宅(長屋で

３ 戸 以 下 の も の を

含む。) 

（２）寄 宿 舎 又 は 下 宿 

（３）倉 庫 業 を 営 む 倉  

  庫 

（４）畜舎(動物病院、

ペ ッ ト シ ョ ッ プ 等

で 、 動 物 の 収 容 の

用 に 供 す る 部 分 の

床 面 積 の 合 計 が 

１ ５ 平 方 メ ー ト ル

以 下 の も の を 除

く。) 

（５）射的場、勝馬投

票 券 発 売 所 、 場 外

車 券 売 場 そ の 他 こ

れ ら に 類 す る も の 

（６）風営法第２条第

１ 項 各 号 に 規 定 す

る 風 俗 営 業 の 用 に

供する建築物 

（７）風営法第２条第

６ 項 各 号 に 規 定 す

る 店 舗 型 性 風 俗 特

殊 営 業 及 び 同 条 第

９ 項 に 規 定 す る 店

舗 型 電 話 異 性 紹 介

営業の用 に供する 

建築物 

                               」



に改める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

  

 



議案第 ５０ 号  
 
 
   流山市自転車駐車場条例の一部を改正する条例の制定について 

 流山市自転車駐車場条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定す

る。 

  平成２８年６月２日提出 

流山市長  井 崎 義 治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 流山駅西側第２自転車駐車場の位置を変更するためである。 

  



   流山市自転車駐車場条例の一部を改正する条例 

 流山市自転車駐車場条例（平成２０年流山市条例第１７号）の一部を

次のように改正する。 

 別表第１中「流山市流山２丁目２８６番地」を「流山市流山２丁目 

３３２番地」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２８年７月１日から施行する。   



議案第 ５１ 号  
 
 
   市道路線の認定について  
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、別

紙路線を市道に認定するものとする。  
  平成２８年６月２日提出  

流山市長  井 崎 義 治   



起　　　点

終　　　点

１ ２３０３０ 下花輪区画３０号線
下花輪字下割４８５番
同　　　　所４７８番２

２ ２３０３１ 下花輪区画３１号線
下花輪字下割４７０番
同　　　　所４６６番２

３ ２３０３２ 下花輪区画３２号線
下花輪字下割４６２番１
下花輪字寺下４５８番１

整理
番号

重要な
経過地

路　線　名路線番号



下
花
輪

Ü
-1
4,
4
42
.8

6,393.5

-1
4,
6
11
.3

6,157.2

te
st

yokoo1715
テキスト ボックス
市道路線認定図

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
折れ線

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
吹き出し
市道２３０３０号線

yokoo1715
スタンプ

yokoo1715
楕円

yokoo1715
楕円

yokoo1715
スタンプ

yokoo1715
テキスト ボックス



下
花
輪

Ü
-1
4,
5
53
.9

6,427.6

-1
4,
7
22
.4

6,191.2

te
st

yokoo1715
テキスト ボックス
市道路線認定図

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
折れ線

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
吹き出し
市道２３０３１号線

yokoo1715
スタンプ

yokoo1715
スタンプ

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
楕円

yokoo1715
テキスト ボックス



下
花
輪

Ü
-1
4,
6
82
.9

6,487.1

-1
4,
8
51
.4

6,250.8

te
st

yokoo1715
テキスト ボックス
市道路線認定図

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
折れ線

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
スタンプ

yokoo1715
吹き出し
市道２３０３２号線

yokoo1715
スタンプ

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
楕円



議案第 ５２ 号  
 
 
   市道路線の廃止について  
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により、

別紙路線を廃止するものとする。  
  平成２８年６月２日提出  

流山市長  井 崎 義 治   



起　　　点

終　　　点

１ ２３０１１ 下花輪区画１１号線
下花輪字宿下３５１番
下花輪字下割４７８番２

２ ２３０１２ 下花輪区画１２号線
下花輪字宿下３６６番１
下花輪字下割４６６番２

３ ２３０１４ 下花輪区画１４号線
下花輪字寺下３７７番５
同　　　　所４５８番１

路線番号 路　線　名
整理
番号

重要な
経過地



下
花
輪

Ü
-1
4,
3
75
.2

6,531.6

-1
4,
6
27
.9

6,177.1

te
st

yokoo1715
テキスト ボックス
市道路線廃止図

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
テキスト ボックス

yokoo1715
折れ線

yokoo1715
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松戸市ほか９市消防指令事務協議会規約の制定に関する協議につ

いて 

松戸市、市川市、野田市、習志野市、柏市、流山市、八千代市、我孫

子市、鎌ケ谷市及び浦安市は、共同して消防指令事務を管理し、及び執

行するため、松戸市ほか９市消防指令事務協議会規約を別紙のとおり制

定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２

条の２の２第１項の規定により、関係地方公共団体と協議する。 

平成２８年６月２日提出 

                 流山市長  井 崎 義 治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 松戸市ほか９市消防指令事務協議会規約を制定することにつ

いて、関係地方公共団体と協議するためである。 



松戸市ほか９市消防指令事務協議会規約  
（協議会の目的）  

第１条 この協議会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２

条の２の２第１項の規定に基づき、複雑多様化する消防需要に広域的

に対応し、消防サービスの高度化及び消防力の強化を図るため、消防

指令に関する事務を共同して管理し、及び執行することを目的とする。 
（協議会の名称）  

第２条 協議会の名称は、松戸市ほか９市消防指令事務協議会（以下「協

議会」という。）とする。  
（協議会を設ける市）  

第３条 協議会は、松戸市、市川市、野田市、習志野市、柏市、流山市、

八千代市、我孫子市、鎌ケ谷市及び浦安市（以下「関係市」という。）

がこれを設ける。  
（協議会の担任する事務）  

第４条 協議会は、関係市の区域における災害通報の受信、出場指令、

通信統制及び情報の収集伝達の事務を共同して管理し、及び執行する。 
（協議会の事務所）  

第５条 協議会の事務所は、千葉県松戸市松戸新田１１４番地の５に置

く。  
（協議会の組織）  

第６条 協議会は、会長、副会長２人及び委員１７人以内をもって組織

する。  
（会長及び副会長）  

第７条 会長及び副会長は、関係市の長が協議により定めた関係市の消

防長の職にある者をもって充てる。  
２ 会長及び副会長は、非常勤とする。  
（委員）  

第８条 委員は、関係市の消防長の職にある者（会長及び副会長の職に

ある者を除く。）及び関係市の消防長が指名する者をもって充てる。  
２ 委員は、非常勤とする。  
（会長の職務代理）  

第９条 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ

会長が指名した副会長が会長の職務を代理する。  



（職員）  
第１０条 協議会の担任する事務に従事する職員（以下「職員」という。）

の定数及び当該定数の関係市間の配分については、関係市の消防長が

協議により、これを定める。  
２ 関係市の消防長は、前項の規定により配分された定数の職員を、そ

れぞれの消防職員の中から、選任するものとする。  
３ 会長は、職員が心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認めると

き、又は職員に職務上の義務違反その他職員たるに適しない非行があ

ると認めるときは、これを解任することができる。  
（事務処理のための組織）  

第１１条 会長は、協議会の会議（以下「会議」という。）を経て、協議

会の担任する事務を処理するために必要な組織を設けることができる。 
（会議）  

第１２条 会議は、協議会の担任する事務の管理及び執行に関する基本

的な事項を決定する。  
（会議の招集）  

第１３条 会議は、会長がこれを招集する。  
２ 会長は、現に在任する委員の３分の１以上の者から会議の招集の請

求があるときは、これを招集しなければならない。  
３ 会議開催の場所及び日時は、会議に付議すべき事項とともに、会長

があらかじめこれを副会長及び委員に通知しなければならない。  
（会議の運営）  

第１４条 会議は、現に在任する委員の半数以上が出席しなければ、こ

れを開くことができない。  
２ 会長は、会議の議長となる。  
３ 会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、会議で定める。  
（関係市の長等の名においてする事務の管理及び執行）  

第１５条 協議会がその担任する事務を関係市の長又は消防長の名にお

いて管理し、及び執行する場合においては、協議会は、当該事務に関

する松戸市の条例、規則その他の規程（以下「松戸市の条例等」とい

う。）を関係市の当該事務に関する条例、規則その他の規程とみなして、

当該事務をその定めるところにより管理し、及び執行するものとする。 
２ 松戸市は、松戸市の条例等を制定し、又は改廃しようとする場合に



おいては、あらかじめ関係市に協議しなければならない。  
３ 松戸市長は、松戸市の条例等が制定され、又は改廃された場合にお

いては、その旨を関係市の長及び協議会の会長に通知しなければなら

ない。  
（経費の支弁の方法）  

第１６条 協議会の担任する事務の管理及び執行に要する費用は、関係

市が負担する。  
２ 前項の規定により関係市が負担すべき額は、別に定める負担割合に

よるものとする。  
３ 関係市は、前項の規定による負担金を、松戸市に納付しなければな

らない。  
（財産の取得、管理及び処分等の方法）  

第１７条 協議会の担任する事務の用に供する財産に関しては、関係市

が協議してそれぞれ取得し、又は処分するものとし、当該財産の管理

は、協議会がこれを行う。  
２ 協議会は、前項の財産の管理を行う場合においては、当該管理に関

する松戸市の条例等を関係市の当該管理に関する条例、規則その他の

規程とみなして、当該管理をその定めるところにより行うものとする。

この場合においては、第１５条第２項及び第３項の規定を準用する。  
（その他の財務に関する事項）  

第１８条 この規約に定めるもののほか、協議会の財務に関しては、地

方自治法に定める普通地方公共団体の財務に関する手続の例による。  
（協議会の解散の措置）  

第１９条 協議会が解散した場合における事務の承継については、関係

市が協議して定める。  
（協議会の規程）  

第２０条 協議会は、この規約に定めるもののほか、協議会の担任する

事務の管理及び執行その他協議会に関して必要な規程を設けることが

できる。  
附 則  

 この規約は、平成２８年８月１日から施行する。  



報告第  １０  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

平成２８年６月２日報告  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  市が管理する公園に存する転落防止柵による事故に係る和解

及び損害賠償の額の決定について専決処分したので、報告する

ためである。  

 

 

 



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

平成２８年４月８日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事   件   名  市が管理する公園に存する転落防止柵の一部が

脱落し、当該公園の利用者を負傷させた人身事

故            

２  発 生 年 月 日  平成２７年１０月９日  

３  発 生 場 所  流山市大字東深井８４６番１  

           （東深井２４号公園）  

４  相 手 方  ○○○○○○○○○○   

○○  ○○  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  平成２８年４月８日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ８３，６８６円  

 

 

 



報告第 ２ 号  
 
 
   継続費繰越計算書について  
 平成２７年度流山市一般会計継続費繰越計算書について、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定により、別

紙のとおり報告する。  
  平成２８年６月２日報告  

流山市長  井 崎 義 治   
 
 
 
 
 
 



国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
2総務費 2徴税費 固定資産（土地）評価

事業

20,412,000 6,351,000 6,351,000 6,350,400 600 600 600

3民生費 2児童福祉費 学童クラブ施設整備事
業（小山小学校区分）

142,956,000 12,533,000 12,533,000 2,060,300 10,472,700 10,472,700 10,472,700

10教育費 2小学校費 小学校校舎等建設事業
（小山小学校工事・工
事監理）

1,093,140,000 87,285,000 87,285,000 21,587,700 65,697,300 65,697,300 16,497,300 49,200,000

1,256,508,000 106,169,000 106,169,000 29,998,400 76,170,600 76,170,600 26,970,600 49,200,000

前 年 度 逓 次
繰 越 額

予 算 計 上 額 繰 越 金

特 定 財 源

計
残 額

左 の 財 源 内 訳

合　　　計

平成２７年度流山市一般会計継続費繰越計算書

款 項

平 成 ２ ７ 年 度 継 続 費 予 算 現 額

翌 年 度 逓
次 繰 越 額

支出済額及び支
出 見 込 額

継 続 費
の 総 額

事 業 名

市債



報告第 ３ 号  
 
 
   繰越明許費繰越計算書について  
 平成２７年度流山市一般会計繰越明許費繰越計算書について、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により、

別紙のとおり報告する。  
  平成２８年６月２日報告  

流山市長  井 崎 義 治  
 



国 県 支 出 金 そ の 他

円 円 円 円 円 円

2 総務費
3 戸籍住
民基本
台帳費

住民基本台帳ネットワーク事業 48,311,000 39,242,000 39,242,000

3 民生費
1 社会福
祉費

年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業 383,161,000 383,161,000 383,161,000

4 衛生費 2清掃費 クリーンセンター放射能対策事業 228,104,000 225,112,200 225,112,200

8 土木費
1 土木管
理費

土木総務費事務管理事業 73,000 70,000 70,000

2 道路橋
りょう
費

東小学校前通学路道路拡幅整備事業 10,511,000 10,509,330 4,829,000 3,500,000 2,180,330

4 都市計
画費

運河駅東口周辺市街地整備事業 1,971,000 1,970,744 1,970,744

運動公園周辺地区一体型特定土地区画整理
単独費負担事業

24,868,000 6,512,131 6,512,131

木地区一体型特定土地区画整理単独費負担
事業

57,740,000 32,271,074 32,271,074

市民総合体育館建替事業 236,274,000 236,274,000 80,000,000 123,800,000 32,474,000

9 消防費 1消防費 上新宿地区市有地防災広場整備事業 2,128,000 2,128,000 1,000,000 1,000,000 128,000

防災備蓄倉庫設置事業 8,478,000 8,478,000 3,000,000 5,400,000 78,000

平成２７年度流山市一般会計繰越明許費繰越計算書

左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特 定 財 源

一 般 財 源

翌 年 度
繰 越 額

事 業 名項款
未 収 入 特 定 財 源

金 額

国庫支出金

市債

市債

国庫支出金 市債

市債

国庫支出金

国庫支出金

国庫支出金

国庫支出金



10教育費
3 中学校
費

中学校校舎等改修事業 45,792,000 45,792,000 15,816,000 29,900,000 76,000

4 幼稚園
費

私立幼稚園就園奨励費助成事業 130,000 129,600 64,000 65,600

6 保健体
育費

スポーツフィールド整備事業 715,285,000 712,962,700 534,700,000 178,262,700

1,762,826,000 1,704,612,779 698,300,000合　　　計 479,200,779527,112,000

市債

国庫支出金

市債国庫支出金
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   事故繰越し繰越計算書について  
 平成２７年度流山市一般会計事故繰越し繰越計算書について、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５０条第３項の規定におい

て準用する同令第１４６条第２項の規定により、別紙のとおり報告する。 
  平成２８年６月２日報告  

流山市長  井 崎 義 治    
 
 
 



国 県
支 出 金

そ の 他

円 円 円 円 円 円 円 円 円

2 総務費
1 総務管
理費

本庁舎施設管理計画事業 21,105,900 9,257,900 11,848,000 11,848,000 11,800,000 48,000

本事業のうち、本庁舎の非常用
発電機改修工事について、発注後
に既存の非常用発電回路の絶縁不
良が確認されたことから、原因調
査及び改修に時間を要し、工期に
遅れが生じたため、事故繰越しす
るもの

流山おおたかの森駅前市有地活用
事業

8,376,480 8,376,480 8,376,480 8,376,480

本業務は、流山おおたかの森市
有地活用事業における公募支援及
び設計モニタリングを行うもので
あり、平成２６年度及び平成２７
年度の２か年継続事業で発注した
ものだが、市有地活用事業者と千
葉県との協議に不測の時間を要し
たことから、基本設計が遅延し設
計モニタリング業務に着手ができ
ないため、事故繰越しするもの

8 土木費
4 都市計
画費

既成市街地用途地域見直し事業 3,780,000 3,780,000 3,780,000 3,780,000

本事業は、既成市街地における
用途地域等の図書作成業務であ
り、平成２６年度事業であったも
のを、地域住民との合意形成に時
間を要したため、平成２７年度に
明許繰越ししたものである。
当該事業の都市計画決定手続を

進めるなかで、市内全域を対象と
した「高度地区」の都市計画決定
と併せて手続を行う必要が生じ、
年度内の事業完了が困難となった
ことから、事故繰越しするもの

33,262,380 9,257,900 24,004,480 24,004,480 11,800,000 12,204,480

平成２７年度流山市一般会計事故繰越し繰越計算書

款 項 事 業 名
支 出 負 担
行 為 額

左 の 内 訳

支出負担行
為予定額

翌 年 度
繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

説 明

合　　　計

支 出 済 額 支出未済額
既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源

一 般 財 源

市債
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   繰越明許費繰越計算書について  
 平成２７年度流山市土地区画整理事業特別会計繰越明許費繰越計算書

について、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第

２項の規定により、別紙のとおり報告する。  
  平成２８年６月２日報告  

流山市長  井 崎 義 治   
 
 
 
 
 
 



国 県 支 出 金 そ の 他

円 円 円 円 円 円

土地区画整理事業
（実施設計業務委託等）

11,416,000 11,066,000 11,066,000

土地区画整理事業
（盛土造成工事）

68,000,000 68,000,000 24,670,000 43,330,000

土地区画整理事業
（施行者負担金）

34,173,000 12,086,200 12,086,200

土地区画整理事業
（実施設計業務委託等）

44,021,000 39,176,400 39,176,400

土地区画整理事業
（盛土造成工事等）

404,790,000 391,456,000 279,056,000 112,400,000

土地区画整理事業
（施行者負担金）

55,503,000 36,259,440 36,259,440

土地区画整理事業
（家屋等移転補償）

93,618,000 93,618,000 70,918,000 22,700,000

711,521,000 651,662,040 473,232,040 178,430,000

鰭ケ崎・思
井地区土地
区画整理事
業費

平成２７年度流山市土地区画整理事業特別会計繰越明許費繰越計算書

款 項 事 業 名 金 額
翌 年 度
繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

一 般 財 源

合　　　計

既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源

1西平井・鰭
ケ崎地区土
地区画整理
事業費

2土地区
画整理
事業費

2

一般会計繰入金

一般会計繰入金

一般会計繰入金

国庫支出金

一般会計繰入金

一般会計繰入金

一般会計繰入金

一般会計繰入金

国庫支出金

国庫支出金



報告第 ６ 号  
 
 
   事故繰越し繰越計算書について  
 平成２７年度流山市土地区画整理事業特別会計事故繰越し繰越計算書

について、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５０条第

３項の規定において準用する同令第１４６条第２項の規定により、別紙

のとおり報告する。  
  平成２８年６月２日報告  

流山市長  井 崎 義 治   
 
 
 
 
 
 
 
 



国 県
支 出 金

そ の 他

円 円 円 円 円 円 円 円 円

2 土地区
画整理
事業費

鰭ケ崎・思
井地区土地
区画整理事
業費

土地区画整理事業
（実施設計業務委
託）

6,912,000 6,912,000 3,780,000 10,692,000 10,692,000

　急勾配の道路擁壁と既存建物が複
雑に入り組むため、地権者との造成
等の協議及び擁壁構造について県等
の関係機関との協議に不測の時間を
要したことから、事故繰越しするも
の

土地区画整理事業
（盛土造成工事及
び陸橋下部工築造
工事）

50,418,000 3,690,000 46,728,00019,386,000 66,114,000 22,114,000 44,000,000

＜盛土造成工事＞
　工事着工をしたところ、既存建物
のブロック塀等の基礎部が境界を越
えていることが判明し、この越境部
分を削る必要があるため、不測の時
間を要したこと。

＜陸橋下部工築造工事＞
　小学校通学路のルート変更の協議
に当たり学校及び父兄等の了解が得
られず、不測の時間を要したこと。

　これらの理由により、事故繰越し
するもの

57,330,000 3,690,000 53,640,00023,166,000 76,806,000 32,806,000 44,000,000

既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源

左 の 内 訳

翌 年 度
繰 越 額支出未済額支 出 済 額

左 の 財 源 内 訳

合　　　計

説 明
一 般 財 源

支出負担
行為予定
額

2

平成２７年度流山市土地区画整理事業特別会計事故繰越し繰越計算書

款 項 事 業 名
支 出 負 担
行 為 額

一般会計繰入金

一般会計繰入金 国庫支出金



報告第 ７ 号  
 
 
   繰越計算書について  
 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定

により、平成２７年度流山市水道事業会計の繰越額の使用に関する計画

について上下水道事業管理者から報告があったので、別紙のとおり報告

する。  
  平成２８年６月２日報告  

流山市長  井 崎 義 治  
 



地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

円 円 円 円 円 円 円 円

１ 資本的支出 1

下花輪駒木線配水管改良工事
実施設計委託

12,300,000 128,142,000

23,112,000

区画整理事業者との協議により、施工箇所を追加した
ことから、本工事の年度内完了が困難となったため

合　　　　　　　　　　　　計 227,750,400 227,750,400 87,308,400

鰭ケ崎・思井地区配水管拡張
工事　（Ｈ２７－１工区）

23,112,000 23,112,000

先行工事である配水管改良工事の遅れにより、着工
が遅延したことから、年度内完了が困難となったため

本工事の施工箇所において、試掘工を実施したとこ
ろ、地下埋設物が輻輳して埋設されており、工事の布
設計画の一部変更に検討を要したため、本工事の年度
内完了が困難となったため

西初石４丁目舗装本復旧工事 12,906,000 12,906,000 12,906,000

西平井主要配水管改良工事
（その１）

51,451,200 51,451,200 51,451,200

損益勘定
留保資金

企 業 債 工事負担金

本業務は、千葉県の街路事業である流山都市計画道
路3・2・25号下花輪駒木線整備に伴い、配水管を改良
する工事の実施設計業務であるが、千葉県による計画
道路の詳細設計が完了していないことから、本委託の
年度内完了が困難となったため

13,046,400 13,046,400

支払義務
発 生 額

翌年度
繰越額

左　の　財　源　内　訳

不用額

翌年度繰越
額に係る繰
越を要するた
な卸資産の
購入限度額

説　　　　　　　　明

平成２７年度流山市水道事業会計予算繰越計算書

款 項 事　　　業　　　名 予算計上額

9,903,600 9,903,600

13,046,400

区画整理事業者である都市再生機構発注の造成工
事及び下水道工事が遅延したため、本工事の年度内
完了が困難となったため

先行工事である配水管改良工事とガス管工事の遅れ
により、着工が遅延したことから、年度内完了が困難と
なったため

区画整理事業者の造成工事及び道路改良工事の遅
れにより、本工事の年度内完了が困難となったため

12,300,000 32,842,80045,144,000 1,200

西平井・鰭ケ崎地区配水管拡張
工事　（Ｈ２７－１工区）

12,938,400 12,938,400

運動公園周辺地区配水管拡張
工事（Ｈ２７－４工区）

14,472,000 14,472,000

12,938,400

区画整理事業者である流山市発注の造成工事が遅
延したため、本工事の年度内完了が困難となったため

3つくばエクス
プレス沿線
整備事業費

建設改良費

新市街地地区配水管拡張工事
（Ｈ２７－４工区）

44,776,800

新市街地地区配水管拡張工事
（Ｈ２７－１工区）

45,144,000

西平井舗装本復旧工事

44,776,800 44,776,800

14,472,000

区画整理事業者である都市再生機構発注の造成工
事及び下水道工事が遅延したため、本工事の年度内
完了が困難となったため

9,903,600



報告第 ８ 号  
 
 
   繰越計算書について  
 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定

により、平成２７年度流山市下水道事業会計の繰越額の使用に関する計

画について上下水道事業管理者から報告があったので、別紙のとおり報

告する。  
  平成２８年６月２日報告  

流山市長  井 崎 義 治  
 

 



地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

円 円 円 円 円 円 円 円 円

１

2つくばエクス
プレス沿線
整備事業費

建設改良費

4,665,200 5,600,000

13,478,040 13,478,040

区画整理事業施行者である千葉県発注の造成工事が
遅延したことから、本委託の年度内完了が困難となった
ため

区画整理事業施行者である流山市発注の造成工事が
遅延したことから、本工事の年度内完了が困難となった
ため

鰭ケ崎・思井地区工事請負費（汚
水）

27,831,600 27,831,600 4,000,000

区画整理事業施行者である千葉県発注の造成工事が
遅延したことから、本委託の年度内完了が困難となった
ため

新市街地地区内工事施工業務委
託料（汚水）

349,800,000 349,800,000

区画整理事業施行者である独立行政法人都市再生機
構発注の造成工事が遅延したことから、本委託の年度内
完了が困難となったため

174,900,000

江戸川左岸流域下水道関連工事
請負費（雨水）

50,927,400 50,927,400 9,127,400 20,900,000

運動公園周辺地区内工事施工業
務委託料（汚水）

合　　　　　　　　　　　　計 1,264,072,040 1,264,072,040 86,582,400 569,900,000

13,478,040

手賀沼流域下水道関連工事請負
費（汚水）

57,574,800 57,574,800 30,574,800 13,500,000

不用額

翌年度繰越
額に係る繰越
を要するたな
卸資産の購
入限度額

東日本旅客鉄道株式会社との近接協議に時間を要し、
本委託の年度内完了が困難となったため

占用物件の調査を行った後に着工しているが、図面と
は異なる位置に占用物件が多々あり協議・移設に時間を
要し本工事の年度内完了が困難となったため

説　　　　　　　　明

平成２７年度流山市下水道事業会計予算繰越計算書

款 項 事　　　業　　　名 予算計上額
翌年度
繰越額

左　の　財　源　内　訳

4,000,000

20,900,000

占用物件の調査を行った後に着工しているが、図面と
は異なる位置に占用物件が多々あり協議・移設に時間を
要し本工事の年度内完了が困難となったため

西平井・鰭ケ崎地区工事請負費
（汚水）

10,519,200 10,519,200

鰭ケ崎・思井地区工事請負費（雨
水）

9,460,800 9,460,800

10,000,000

575,900,000

4,000,000

13,831,600

新市街地地区内工事施工業務委
託料（雨水）

533,000,000 533,000,000

174,900,000

266,500,000 266,500,000

2,519,200

3,800,000

既成市街地との接続部において、ガス管等の占用物件
が図面と異なる位置に埋設されており、協議・移設に時
間を要し本工事の年度内完了が困難となったため3,800,000 1,860,800

31,689,640

区画整理事業施行者である流山市発注の造成工事が
遅延したことから、本工事の年度内完了が困難となった
ため

占用物件の調査を行った後に着工しているが、図面と
は異なる位置に占用物件が多々あり協議・移設に時間を
要し本工事の年度内完了が困難となったため

42,215,000 76,700,000 76,700,000

13,500,000

江戸川左岸流域下水道関連工事
請負費（汚水）

195,615,000 195,615,000

15,865,200 15,865,200 5,600,000

工事負担金

資本的支出 1
江戸川左岸流域下水道関連設計
委託料（雨水）

当 年 度
損益勘定
留保資金

企 業 債 国庫補助金
支払義務
発 生 額



報告第 ９ 号  
 
 
   専決処分の報告について  
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  
  平成２８年６月２日報告  

流山市長  井 崎 義 治   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
報告理由 公用車の物損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定につい

て専決処分したので、報告するためである。  
  



専 決 処 分 書  
 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  
平成２８年２月２３日  

流山市長  井 崎 義 治   
 

記  
 

１ 事 件 名  流山市立西初石小学校の教諭が公務を終え帰校

し、公用車（市が賃借している自動車）を同校

内の所定の場所に駐車しようと後進したところ、

同校敷地内の街灯に接触したことによる当該公

用車の物損事故  
２ 発 生 年 月 日  平成２７年１０月２１日  
３ 発 生 場 所  流山市西初石４丁目３４７番  
           （流山市立西初石小学校敷地内）  
４ 相 手 方  所有者 千葉県千葉市美浜区新港５７番地  

      株式会社トヨタレンタリース千葉  
５ 解 決 方 法  和解による。  
６ 和解成立年月日  平成２８年２月２３日  
７ 和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  
８ 損 害 賠 償 額  ２５０，９６４円  
 



報告第  １０  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

平成２８年６月２日報告  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  市が管理する公園に存する転落防止柵による事故に係る和解

及び損害賠償の額の決定について専決処分したので、報告する

ためである。  

 

 

 



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

平成２８年４月８日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事   件   名  市が管理する公園に存する転落防止柵の一部が

脱落し、当該公園の利用者を負傷させた人身事

故            

２  発 生 年 月 日  平成２７年１０月９日  

３  発 生 場 所  流山市大字東深井８４６番１  

           （東深井２４号公園）  

４  相 手 方  ○○○○○○○○○○   

○○  ○○  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  平成２８年４月８日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ８３，６８６円  
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